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まちの概要

北海道 ⽊古内町

・⼈⼝約3,800⼈（2021年9⽉現在）

・2016年3⽉ 北海道新幹線 ⽊古内駅開業（東京→4時間）

・2022年3⽉ ⾼規格幹線道路 函館江差⾃動⾞道⽊古内IC開通予定
（函館空港→35分）



メニュー

北海道 ⽊古内町

解決の⽅向性 具体策事業運営の問題



01 ⽔道事業全般の問題１．事業運営の問題

北海道 ⽊古内町

1 ヒト：職員の減少 → 業務の属⼈化

2 モノ：⽔道施設の⽼朽化 → 漏⽔事故多発

3 カネ：財政状況の悪化 → 更新財源の不⾜



２．解決の⽅向性
03 解決の⽅向性
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⾏政のコスト圧縮

具体策＝バランス設定トレードオフ

⺠間の採算 ⺠間の採算 ⾏政のコスト圧縮

①２町の給⽔区域が平地で隣接 → ⺠間事業者の視点では１つの給⽔区域に考えることができる
②他事業との連携 → 下⽔道事業との連携でさらに規模を拡⼤



北海道 ⽊古内町

04 解決の⽅向性と具体策 6

・地域事情に精通し
た熟練職員の退職

・財政事情による職
員補充の困難

・浄水場・管路老朽化

・人口減少のもと施設
容量が過大で運転効率
が悪い

・人口減少・節水機器
の普及による給水収益
の減収加速

・施設更新の財源不足

・不足する人的資源に
代わる民間技術者の確
保

・効率的施設運営を可
能とするための民間技
術ノウハウ導入

・柔軟な調達制度の活
用を可能とするための
民間経営ノウハウ導入

・長期的な専門人材（技
術力）の確保とスキル
アップ

・災害・事故時における
対応能力強化

・効率的な運用による維
持管理費の縮減

・長期的視点での費用対
効果に優れた最適投資

・長期契約により運営の
自由度が増となり経営ノ
ウハウを活かしやすい

・柔軟な調達による費用
圧縮

問 題 遂行すべき課題 期待する効果

人員

（ヒト）

施設

（モノ）

財政

（カネ）

制約事項

■事業体側

単独で発注し
ても費用が高
い

■民間事業者

小規模事業体
から受注して
も規模が小さ
くスケールメ
リットがない

具体策

周辺事業体との連
携による共同発注
①規模の拡大
②長期契約

３．具体策



※合同審査会により同⼀の⺠間事業者を選定し契約は個別に⾏う 北海道 ⽊古内町

契約⼿法約⼿法 7

⽊古内町 知内町

合同審査会
プロポーザル実施

優先交渉権者（受託者）決定

⺠間事業者（受託者）

協定

契
約
締
結

契
約
締
結

委員 委員

業務提案 ⾒積提出
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06業務の実施 8

• ICTの活⽤
■広域遠⽅監視装置

クラウド

データセンター

事業体

・業務モニタリング
・アセットマネジメント
・これまでの知⾒

維持管理会社

・点検データ
・ノウハウ
・スキル蓄積（⾒える化）

メーカー

・保全報告書
・修繕や故障履歴
・診断内容

（１）現場の技術継承創出
①ノウハウの記録
②可視化・電⼦化

（２）設備投資の最適化
①機器状態の過去履歴を蓄積
②最適な更新計画の作成・実施、⻑寿命化

（３）情報の共有
①ドキュメント・スケジュール管理
②掲⽰板・電⼦会議室

（４）災害時への備え
①設備・技術情報を広域で共有
②連携・迅速な復旧への基礎情報

👉⽔道に携わる関係者が情報やノウハウを共有し安定供給を⽬指す



9

基盤強化

（⽬的）

官⺠連携

（⼿段①）

広域連携

（⼿段②）

⼿段③

⼿段④

広域連携や官⺠連携そのものが⽬的ではない

北海道 ⽊古内町

基盤強化のための⼿段であること
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08 10

ご清聴ありがとうございました


